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株式会社ライフサポート
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　FAX（0532）26-8886
居宅介護支援事業所重要事項説明書　　　　　　　

令和7年6月1日
1. 当事業所が提供するサービスについての相談窓口
電 話　 ０５３２－２６－８８８５　　　　　　　　　　　　　　月～金曜日  9：00～17：00

担 当　 介護支援専門員  　内藤　伸枝　　　　／管理責任者 　　内藤　伸枝　
ご不明な点は、何でもおたずねください。

2. 居宅介護支援事業所の概要

（1） 居宅介護支援事業所者の指定番号およびサービス提供地域

	事業所名
	ケアプランセンターどんぐり

	所在地
	愛知県豊橋市佐藤一丁目5番地3

	事業所の指定番号
	居宅介護支援事業  （　愛知県   第2372004768号  ）

	サービスを提供する実施地域※
	豊橋市、豊川市


※上記地域以外の方でもご希望の方はご相談ください。
（2） 事業所の職員体制

介護支援専門員　4名（常勤兼務職員1名 管理者と兼務、常勤職員2名、非常勤1名）

（3） 営業時間

月～金曜日　午前9時から午後5時まで

　　（土曜・日曜・祝日・12月30日から1月3日は休業）

3. 当事業所のサービス方針
(1)事業所の介護支援専門員は、要介護者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、保健医療サービス及び福祉サービスが多様な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮いたします。

(2)指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って利用者に提供される特定の指定居宅サービス事業者に偏ることのないよう公正中立に行います。
　利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができ、居宅サービス計画に位置づけた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることができます。

(3)事業の実施に当たっては、関係市町村、地域包括支援センター、他の居宅介護サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設等との連携を図り総合的なサービス提供に努めます。　

(4)指定居宅介護支援事業を行うなかで、知り得た利用者及びその家族に関する秘密・個人情報は利用者又は第三者の生命・身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除いて同意を得ずに他人に漏らすことはありません。ただし、居宅サービス計画に沿って円滑にサービスを提供するために、実施されるサービス担当者会議等の連絡調整において必要な情報を利用できるものとします。

4. 介護支援申込みからサービス提供までの主な流れと主な業務内容
＜主な流れ＞

①初回相談を実施する。

②業務内容などを説明し、居宅介護支援契約を締結する。

③居宅サービス計画作成依頼届出書を市町村の窓口に提出する。

④アセスメント（生活課題の分析：居宅サービスガイドライン方式、事業所様式）を実施し、要望・意見を踏まえて居宅サービス計画書原案を作成する。

⑤サービス担当者会議を開催し、居宅サービス原案を検討する。

⑥利用者・家族に居宅サービス計画案に同意を頂き、居宅サービス計画を確定する。

⑦居宅サービス計画に基づいてサービスを提供する。

⑧定期的・継続的に月1回以上モニタリング（経過管理）を実施し、居宅サービス計画の継続・変更などについて検討する。

⑨定期的あるいは必要に応じて、再アセスメントの実施、サービス担当者会議の開催、居宅サービス計画の変更などを行う。

＜主な業務内容＞

①居宅サービス計画の作成・評価

②サービス担当者会議の開催

③居宅サービス事業者との連絡・調整

④利用者状態の把握

⑤給付管理

⑥要介護認定申請に対する協力・援助

⑦相談援助等

注）要介護認定前の方は、別紙「要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特例事項に関する
重要事項説明書」をご参照ください。

⑧医療と介護の連携
　　利用者及びその家族は、利用者が医療機関に入院になった場合、その医療機関に対して担当介護支援専門員の氏名、連絡先等の情報を提供するようお願いいたします。
　　利用者が医療系サービスを希望された場合は、利用者の同意を得て、主治医の医師等に意見を求めるとともに、主治医の医師に対して居宅サービス計画書を公付いたします。
　　訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況等の利用者の状態について主治の医師等へ必要な情報伝達を行います。
⑨障害福祉制度の相談支援専門員との連携
　　障害福祉サービスを利用してきた障害者が介護保険サービスを利用する場合において、特定相談支援事業所との連携に努めます。
5. 利用料金
（１）利用料（ケアプラン作成料）

要介護または要支援認定を受けられた方は、介護保険から全額給付されるので自己負担はありません。ただし、保険料の滞納により法定代理受領ができなくなった場合、１ヶ月につき要介護度に応じて下記の金額をいただき、当事業所からサービス提供証明書を発行いたします。このサービス提供証明書を後日保険者の窓口に提出しますと、全額払戻を受けられます。

（居宅介護支援利用料） 
居宅介護支援費（Ⅰ）

（ア）介護支援専門員取扱件数45件未満の場合

要介護１・２　　　1086単位　　　要介護３・４・５　　　1411単位

（イ）介護支援専門員取扱件数45件以上60件未満の場合

要介護１・２　　　　544単位　　　要介護３・４・５　　　704単位

（ウ）介護護支援専門員取扱件数60件以上場合

要介護１・２　　　　326単位　　　要介護３・４・５　　　422単位
居宅介護支援費（Ⅱ）ケアプランデータ連携システムを活用し、かつ事務職員を配置している場合に限る

（ア）介護支援専門員取扱件数50件未満の場合

要介護１・２　　　1086単位　　　要介護３・４・５　　　1411単位

（イ）介護支援専門員取扱件数50件以上60件未満の場合

要介護１・２　　　　527単位　　　要介護３・４・５　　　683単位

（ウ）介護護支援専門員取扱件数60件以上場合

要介護１・２　　　　316単位　　　要介護３・４・５　　　410単位
※居宅介護支援介護報酬１単位あたりの単価　7級地（東三河広域連合）10.21円
【加算】
1 初回加算　１月につき300単位　　　　

新規に居宅サービス計画を策定した場合及び要介護状態区分の2段階以上の変更認定を受けた場合。運営基準減算に該当する場合は算定しない。

2 入院時情報連携加算Ⅰ（1回まで）　1月につき250単位

　　　　利用者が病院・診療所に入院した日のうちに、当該病院・診療所の職員に対して利用者に係る必要な情報を提供。入院日以前の情報提供を含む。営業時間終了後または営業日以外の日に入院した場合は、入院日の翌日を含む。

3 入院時情報連携加算Ⅱ（1回まで）　1月につき200単位
　　　　
利用者が病院・診療所に入院した日の翌日または翌々日に、当該病院・診療所の職員に対して利用者に係る必要な情報を提供。営業時間終了後に入院した場合であって、入院日から起算して3日目が営業日でない場合は、その翌日を含む。

④　通院時情報連携加算　1月につき50単位（1回まで）
　　　　利用者が病院・診療所において医師または歯科医師等の診察を受けるときにケアマネジャーが同席し、医師または歯科医師等へ当該利用者の心身状況や生活環境等の当該利用者に係る必要な情報の提供を行うとともに、医師または歯科医師等から当該利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、ケアプランに記録する。

⑤　退院・退所加算　
　　　　　　　　（カンファレンス無）（カンファレンス有）
　　連携1回　　　　　450単位　　　　　　600単位
　　連携2回　　　　　600単位　　　　　　750単位
　　連携3回　　　　　算定なし　　　　　　900単位

医療機関や介護保険施設等を退院・退所し、居宅サービス等を利用する場合において、退院・退所にあたって　　医療機関等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報を得た上でケアプランを作成し、居宅サービス等の
利用に関する調整を行った場合。
ただし、「連携3回」を算定できるのは、そのうち1回以上について、入院中の担当医等との会議（退院時カンファレンス等）に参加して、退院・退所後の在宅での療養上必要な説明を行った上でケアプランを作成し、
居宅サービス等の利用に関する調整を行った場合。
※入院又は入所期間中につき1回を限度。また、初回加算との同時算定は不可。

⑥　緊急時等居宅カンファレンス加算　1回につき200単位（1月に2回が限度）

　　　　利用者の状態の急変等に伴い、利用者に対する訪問診療実施の保険医療機関・利用者の在宅療養を担う医療機関の求めにより、利用者宅でのカンファレンスに参加し、必要に応じて居宅サービスの調整を行った場合。

⑦　ターミナルケアマネジジメント加算　400単位/月
　　　　　　　在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケアの方針に関する当該利用者または家族の意向を把握した上で、死亡日および死亡日前14日以内に2日以上、利用者または家族の同意を得て、利用者の居宅を訪問し、利用者の心身の状況を記録し、主治医およびケアプランに位置付けた居宅サービス事業者に提供。

　⑧　特定事業所加算（Ⅰ）1月につき519単位を加算
　　　　　　　　　　  （Ⅱ）1月につき421単位を加算
　　　　　　　　　　  （Ⅲ）1月につき323単位を加算
　　　　　　　　　  　（Ａ）1月につき114単位を加算

　　（Ⅰ）①常勤専従の主任ケアマネジャーを2人配置
　　　　　②常勤専従のケアマネジャーを3人配置
　　　　　③利用者情報等の伝達等のための会議の定期的開催
　　　　　④24時間連絡体制と利用者等の相談体制の確保
　　　　　⑤算定月の総利用者数のうち要介護３～５の割合が40％以上
　　　　　⑥計画的な研修を実施
　　　　　⑦地域包括支援センターから困難事例への対応
　　　　　⑧地域包括支援センター等実施の事例検討会への参加
　　　　　⑨特定事業所集中減算を算定していない
　　　　　⑩ケアマネジャー1人当たりの利用者平均件数45件未満
　　　　　⑪介護支援専門員実務研修の科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力または
協力体制を確保
　　　　　　⑫他法人が運営する居宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修等を実施
　　    　 ⑬必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援サービス（インフォーマルサービス含む）が　　　　　　　包括的に提供されるような居宅サービス計画書を作成

      （Ⅱ）①　（Ⅰ）②③④⑥⑦⑧⑨⑩⑪⑫⑬を満たす
　　　　　　②常勤専従の主任ケアマネジャーを1人配置
　　　　　③ケアマネジャー1人当たりの利用者平均件数50件未満
　　　（Ⅲ）①　（Ⅰ）③④⑥⑦⑧⑨⑩⑪⑫⑬を満たす
　　　　　　②　（Ⅱ）②を満たす
　　　　　　③常勤専従のケアマネジャーを2人配置

　　　（Ａ）①（Ⅰ）③④⑥⑦⑧⑨⑩⑪⑫⑬を満たす。ただし④⑥⑪⑫は他事業所との連携でも可
　　　　　　②（Ⅱ）②を満たす
　　　　　　③常勤専従、非常勤専従のケアマネジャーをそれぞれ1人配置。ただし非常勤は他事業所との兼務可
　　　　※全区分共通
　　　　　　・ヤングケアラー、障がい者、生活困窮者、難病患者等、他制度に関する知識等に関する事例検討会、　　　　  研修等に参加している
　　　　　　・（主任）ケアマネジャーの専任要件について、利用者の居宅介護支援の提供に支障がない場合、介護予防の提供や地域包括支援センターの委託を受けた総合相談支援事業との兼務を可能とする。
⑨　特定事業所医療介護連携加算　1月につき125単位を加算
　　　　　・前々年度の3月から前年度の2月までの間に、ターミナルケアマネジメント加算を15回以上算定

【減算】
①運営基準減算　所定単位数の50％で算定
　　　ケアマネジメントに係るサービス担当者会議やモニタリングの実施などの基本的業務を適切に実施していない場合、また利用者はケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について複数の事業所の紹介を求めること、および当該事業所をケアプランに位置付けた理由を求めることが可能であることを、利用者や家族に対して説明を行わなかった場合。2月以上継続している場合、所定単位数は算定しない。
②特定事業所集中減算　1月につき200単位を減算
　　　前6月間に作成したケアプランに位置付けた訪問介護、通所介護、福祉用具貸与の提供回数のうち、同一事業者によって提供されたものの割合が80％以上
③同一建物に居住する利用者に対する減算　同一建物に居住する利用者へケアマネジメントを行う場合
　　　所定単位数の９５％を算定

　　　　　（１）・（２）のいずれかに該当する利用者
（１）居宅介護支援事業所と同一建物、または同一・隣接敷地内に居住
（２）居宅介護支援事業所における１月あたりの利用者が、同一の建物に20人以上居住する建物に居住

（２）解約料

お客様はいつでも契約を解約することができ、いっさい料金はかかりません。
6. ハラスメントの防止について
（1） 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律第11条第1項及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第30条の2第1項の規定に基づき、セクシャルハラスメントやパワーハラスメントの防止のための雇用管理上の措置を講じます。
（2） 利用者及びその家族はサービス利用にあたって、次の行為を禁止します。
①介護支援専門員その他従業者に対する身体的暴力（直接的、間接的を問わず有形力を用いて危害を及ぼす行為）
②介護支援専門員その他従業者に対する精神的暴力（人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為）
③介護支援専門員その他従業者に対するセクシャルハラスメント（意に添わない性的誘い掛け、好意的態度の要求、性的な嫌がらせ行為等）
7．感染症の予防及びまん延防止のための措置

事業者は、感染症の予防及びまん延防止のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。

（１）感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会をおおむね6月に1回以上開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図っています。

（２）感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。

（３）従業者に対する感染症の予防及びまん延防止のための研修を定期的に実施しています。
8. 虐待の防止について

（１）事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。

①　虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹底を図っています。

②　虐待の防止のための指針を整備しています。

③　従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を定期的に実施しています。

④　虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者を設置しています。
	虐待の防止に関する担当者
	　管理者　内藤　伸枝


（２）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを区市町村に通報します。

（３）虐待通報の窓口
（事業者の担当部署・窓口の名称）


	ケアプランセンターどんぐり虐待通報窓口
	対応時間：月曜日から金曜日
9:00から17:00まで

（ただし、祝日、12月30日から1月3日を除く）
電話番号：０５３２－２６－８８８５


9. サービス内容に関する苦情

(1) 当事業所の相談・苦情窓口

当事業所の居宅介護支援に関するご相談・苦情および居宅サービス計画に基づいて提供している各サービスについてのご相談・苦情を承ります。担当介護支援専門員または管理者までお申し出ください。また、担当介護支援専門員の変更を希望される方はお申し出ください。

	電話番号
	０５３２－２６－８８８５

	ファックス番号
	０５３２－２６－８８８６

	対応時間
	9時～17時　月～金　

（祝日・12月30日から1月3日は除く）

	担当者
	管理者　内藤伸枝

	担当者不在時の対応
	受付時間外の時間曜日については、管理者携帯へ転送する。


(2) その他の窓口

当事業所以外に区市町村の窓口等に苦情を伝えることができます。
東三河広域連合介護保険課

	所在地
	豊橋市八町通2丁目16番地

	電話番号
	０５３２－２６－８４７０・８４７１

	ファックス番号
	０５３２－２６－８４７５


豊橋市役所長寿介護課

	所在地
	豊橋市今橋町1番地

	電話番号
	０５３２－５１－２３５９

	ファックス番号
	０５３２－５６－３８１０


豊川市役所介護高齢課

	所在地
	豊川市諏訪1丁目1番地

	電話番号
	０５３３－８９－２１７３

	ファックス番号
	０５３３－８９－２１３７


　　　　愛知県国民健康保険団体連合会

	所在地
	名古屋市東区泉1丁目6番5号

	電話番号
	０５２－９７１－４１６５

	ファックス番号
	０５２－９６２－８８７０


9. 事故発生時の対応方法について

　　利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、東三河広域連合、利用者の家族に連絡を行うと　　ともに、必要な措置を講じます。また、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。
10. 業務継続計画の策定

 当事業所は、感染症や災害が発生した場合には、事業継続が出来るよう対策を講じています。

（１）感染症予防及び感染発生時の対応

· 当事業所は、感染症対策指針を整備します。
· 当事業所は、感染症発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修、発生時の訓練を定期的に行います。
· 感染がまん延している場合、サービス担当者会議は利用者・家族の同意を得てテレビ電話装置等を活用し実施します。その際は、厚労省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守します。
（２）非常災害対策

· 当事業所に災害対策に関する担当者を置き、非常災害対策に関する取組みを行います。
· 防災対応：消防計画に基づき速やかに消火活動に努めるとともに、避難・誘導にあたります。
· 防火設備：防火管理者を選任し、消火設備、非常放送設備等、必要設備を設けます。
· 防災訓練：消防法に基づき、消防計画等の防災計画を立て、従業者及び利用者・地域住民の参加が得られるよう連携し消火通報、避難誘導を年間計画で実施します。
· 当事業所は、大地震等の自然災害、感染症のまん延等、あらゆる不測の事態が発生しても事業を継続できるよう計画（BCP）を策定し、研修の実施、訓練を定期的に行います。
11. 要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特例事項に関する重要事項は別紙１の通りです。
12. 当事業所のケアプランの訪問介護、　通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用状況は別紙2の通りです。
13. 当法人の概要

法人種別・名称　　株式会社ライフサポート

代表者　　　　　　代表取締役　本多康夫　　    
設  立            平成21年1月26日

所在地・電話　　　愛知県豊橋市中岩田五丁目10番地9　　   

 　　　　 電話 ０５３２－２６－８８８５
事業内容          居宅介護支援、訪問介護、住宅型有料老人ホーム

令和　　  年　　 月 　　日

居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して本紙・重要事項説明書および別紙の内容について
説明しました。

事業者　　住所　　豊橋市中岩田五丁目10番地9
法人名　株式会社ライフサポート
代表者　代表取締役　本多康夫　　　　　　　　　印　

TEL　　(0532)26-8885 FAX (0532)26-8886
事業所名　　ケアプランセンターどんぐり

愛知県指定 第2372004768号　　　　

住所　　　　愛知県豊橋市佐藤一丁目5番地3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

説明者　　　　　　　 　　　　　　　印

私は、事業者から本紙・重要事項説明書および別紙の内容について説明を受けました。

利用者    住 所

氏 名　　　　　　　　　　　　　   　　　　印
（代理人）　　住 所

氏 名　　　　　　　　　　　　　　　　　    印
別紙1
要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特例事項に関する重要事項説明書

利用者が要介護認定申請後、認定結果がでるまでの間、利用者自身の依頼に基づいて、介護保険による適切な介護サービスの提供を受けるために、暫定的な居宅サービス計画の作成によりサービス提供を行う際の説明を行います。

1. 提供する居宅介護支援について

· 利用者が要介護認定までに、居宅介護サービスの提供を希望される場合には、この契約の締結後迅速に居宅サービス計画を作成し、利用者にとって必要な居宅サービス提供のための支援を行います。

· 居宅サービス計画の作成にあたっては、計画の内容が利用者の認定申請の結果を上回る過剰な居宅サービスを受けることのないよう、配慮しながら計画の作成に努めます。

· 作成した居宅サービス計画については、認定後に利用者等の意向を踏まえ、適切な見直しを行います。

2. 要介護認定後の契約の継続について

· 要介護認定後、利用者に対してこの契約の継続について意思確認を行います。このとき、利用者から当事業所に対してこの契約を解約する旨の申し入れがあった場合には、契約は終了し、解約料はいただきません。

· また、利用者から解約の申入れがない場合には、契約は継続しますが、この付属別紙に定める内容については終了することとなります。

3. 要介護認定の結果、自立（非該当）または要支援となった場合の利用料について

要介護認定等の結果、自立（非該当）又は要支援となった場合は、利用料をいただきません。

4. 注意事項

要介護認定の結果が不明なため、利用者は以下の点にご注意いただく必要があります。

（1） 要介護認定の結果、自立（非該当）又は要支援となった場合には、認定前に提供された居宅介護サービスに関する利用料金は、原則的に利用者にご負担いただくことになります。

（2） 要介護認定の結果、認定前に提供されたサービスの内容が、認定後の区分支給限度額を上回った場合には、保険給付とならないサービスが生じる可能性があります。この場合、保険給付されないサービスにかかる費用の全額を利用者においてご負担いただくことになります。
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